
 

 

 

 

令和７年度 

 

 

工事監査結果報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

犬山市監査委員 

  



１ 監査の対象 

(1) 工 事 名   （仮称）犬山市屋内型キッズスペース整備事業 

(2) 所管部課   健康福祉部 子育て支援課 

(3) 対象年度   令和７年度分 

 

２ 監査の期間 

令和７年 12月２日から令和８年２月３日 

[本監査実施日 令和８年２月３日] 

 

３ 監査の場所 

犬山市監査事務局 及び 当該工事現場（犬山市天神町一丁目地内） 

 

４ 監査の方法 

監査にあたっては、工事の計画、設計、施工及び監理等が適正かつ効率的に行われ

ているかどうかについて、書面監査及び実地監査並びに関係者からの説明聴取によ

り実施した。 

なお、工事の技術的な面については、工事技術調査業務を 公益社団法人大阪技

術振興協会へ委託し実施した。 

 

５ 監査の結果及び意見 

事前に提示された監査対象書類を検分した上で、疑問点を説明者に質問し、当該

工事の計画、調査、設計、監理(監督)等の各段階における技術的事項の実施状況に

ついて監査した結果、概ね適正に執行されていると認められた。 

詳細については、公益社団法人大阪技術振興協会からの「工事技術監査結果報告

書」のとおりであるが、所管課は報告書で指摘された点を了知するとともに、改め

て全体的な確認を行い、当該工事関係業務を適正かつ効率的に執行されたい。 

併せて、今後、新設・改修にかかわらず大規模な工事の施行を行うこととなる課に

あっては、とりわけこの報告書の記載事項について留意されたい。 
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 犬山市 

 令和７年度 

 工事技術監査結果報告書 

 令和８年３月１７日（火） 

公益社団法人 大阪技術振興協会 

 技術士（建設部門・総合技術監理部門）松谷 孝広 

 

 

 

   監査実施日：令和８年２月３日（火） 

 

   場   所：犬山市役所監査事務局及び工事現場 

 

   監査執行者：犬山市監査委員   （識見）     髙木 正章    

         犬山市監査委員   （議選）     岡  覚 

 

 

   監査立会者：監査事務局職員      

                    

 

 

 

 

            監査対象工事 

（仮称）犬山市屋内型キッズスペース整備事業 
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１ 工事内容説明者 

(1) 監査出席者     

健康福祉部 子育て支援課職員 

  

都市整備部 都市計画課職員 

  

   工事受注者 

◇建築工事 

株式会社スペース  

現場代理人（監理技術者）  

                   

２ 工事概要 

  気候の変動により、子どもたちが屋外で遊ぶことができない日が増加し、「全天候型

の子どもの遊び場」のニーズが高まっている中、天候に左右されない遊び場を提供する

ことで、子どもの健やかな成長を図るとともに、保護者が安心して子育てを行えるよう

支援する。 

本事業は、第１期犬山市こども計画（令和７年３月策定）において、安心して子育て

できる環境整備の具体的な取り組みの一つとして位置付けている。 
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ア 要求水準（抜粋） 

ｱ)業務期間  

本施設の設計施工期間は、令和７年４月から令和８年２月末までを基本とします。  

本施設は令和８年２月末に竣工、令和８年４月１日に供用開始予定とします。  

そのため、本施設の指定管理期間は、令和８年４月１日から令和13年３月31日まで（５年

間）の予定とします。 

ｲ)施設整備の要求水準  

(1) 共通事項  

・本施設の設置目的やコンセプトを踏まえ、子どもがのびのびと体を動かし、様々な遊びを

創造でき、また、子どもだけでなく、大人もワクワクするような空間となるよう工夫を行

ってください。  

・本施設は、０歳から小学校低学年までの利用を主な対象とします。なお、利用者の兄弟姉

妹が一緒に利用することを想定し整備内容の対象年齢を小学校６年生までとします。  

・運営内容や維持管理面を考慮した計画としてください。なお、本業務で整備される内装、

遊具等備品（運営業務の備品は除く）については、市の所有（帰属）となるため、操作

性、維持管理性、更新性に配慮した仕様としてください。  

・施設内は飲食持ち込み可としますので、飲食が行えるスペースを設置してください。  

・トイレと授乳室を設置してください。  

・子育て相談が気軽にできるスペースを設置してください。（相談業務は市が実施。）  

・ぬくもりやあたたかさを感じるデザインとしてください。  

・ユニバーサルデザインとし、障害の有無や特性に関わらず誰もが利用しやすいように配慮

してください。  

・天井高は2.8ｍです。その他、既設の防煙垂壁など一定の制限があります。  

・犬山らしさや独自性のある内容としてください。  

・市が想定するエリアや機能を以下に示しますが、各機能（機能の重ね合わせも可能）の具

体的な構成や面積については、より魅力ある提案を行ってください。  
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機能・利用イメージ 

機能例 利用イメージ例 面積

①運動機能Ⅰ 走り回れるような場所 提案による

②運動機能Ⅱ 体を大きく使って遊べるアスレチック 提案による

③知育遊び機能 知能的発達の促進に貢献できる遊びができるような場所 提案による

④ベビーエリア ０歳～２歳程度までが安全に遊べるような場所 提案による

⑤管理・事務機能
本施設の管理運営が問題なく行える体制を考慮に入れて

提案すること。
提案による

⑥休息機能 トイレ、授乳室、飲食ができる場所、利用者の荷物置き 提案による

⑦相談スペース 子育て相談が行える場所（２区画） 提案による

⑧自由提案
上記のほか、自主事業が実施できる場所や管理運営上

必要となる機能
提案による

 

イ 事業方式 

  本工事は、ＤＢＯ方式※１である。 

 

※１ 事業方式としては、その実施主体や役割分担の違い等により、公設公営方式のほか、

運転維持管理を長期委託する長期包括委託方式、公設民営方式（DBO）及び PFI 方式

（BTO 方式、BOT 方式、BOO方式）がある。これらの事業方式の公共と民間事業者の

役割を以下に示す。 

 

◇ 公設公営方式  

公共が財源確保から施設の設計・建設、運営等のすべてを行う方式。運転業務を民

間に委託する場合を含む。  

◇ 公設+長期包括委託方式  

公共が施設の設計・建設を行い、運営に関しては民間事業者に複数年にわたり委託

する方式。   

 

◇ 公設民営方式（DBO方式）（Design-Build-Operate；設計―建設―運営）  

公共が起債や交付金等により資金調達し、施設の設計・建設、運営等を民間事業者

に包括的に委託する方式。  

 

◇ 民設民営方式（PFI方式）  

(1) BTO方式（Build-Transfer-Operate；建設―譲渡―運営）  

民間事業者が自ら資金調達を行い、施設の設計・建設・運営を行う。所有権について 

は、施設の完成後に公共に移転。  

(2) BOT方式（Build-Operate-Transfer；建設―運営―譲渡）  

民間事業者が自ら資金調達を行い、施設の設計・建設・運営を行う。所有権につい 

ては、委託期間終了後に公共に移転。  

(3)  BOO方式（Build-Own-Operate；建設―所有―運営）  

民間事業者が自ら資金調達を行い、施設の設計・建設・運営を行う。所有権につい 

ては、委託期間終了後も公共に移転を行わない。  
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整備・運営事業における事業方式別公共・民間の役割分担 

 

項  目  公設公営方式  

公設＋長期

包括運営業

務委託方式 

公設民営方

式  

(DBO 方式)  

民設民営方式（PFI 方式）  

BTO 方式  BOT 方式  BOO 方式  

民間関与度   小   大  

計画策定  公共  公共  公共  公共  公共  公共  

資金調達  公共  公共  公共  民間  民間  民間  

設計・建設  公共  公共  公共民間  民間  民間  民間  

運営  公共  民間  民間  民間  民間  民間  

施設の所有  

（建設時）  
公共  公共  公共  民間  民間  民間  

施設の所有  

（運営期間中）  
公共  公共  公共  公共  民間  民間  

施設の所有  

（事業終了後）  
公共  公共  公共  公共  公共  民間  

運営ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ  

（運営期間中）  
－  公共  公共  公共民間  公共民間  公共民間  

 

コスト 

及び効果 

 運営・維持管理業務に競争原理を働かせることができる。 

 設計・施工及び運営を一体化することにより、民間事業者のノウハウや創意工夫

を活用することができる。 

 設計段階から施工や運営まで視野に入れた効果的な整備が期待できる。 

 建設及び運営維持管理期間中の全ての業務を長期包括的に一括発注するため、運

営期間中の債務が事業当初の段階でほぼ確定する。 
 

資金調達 
 建設費は自治体が調達 

 運営費は民間事業者が運用（自治体は処理委託費として支払い） 
 

市民への信頼性  自治体が建設の事業主体となり市民への信頼性は高い。 
 

コメント 

 事業が終了した事例はない。 

 適切な施設建設・運営が行われていることを確認するため、設計・施工・運営段

階における適切なモニタリング基準を定め、モニタリングする必要がある。 

 自治体と民間事業者のリスク分担を細かく決めておかないと、運営段階でトラブ

ルとなる。 

 要求する水準の検討や提案された内容の検討・審査等に時間を要する。 

 DBO 方式においては事業者に依存する部分が多くなり、公共側の技術の蓄積が行

われにくい。 

 建設時は問題ないが次の施設建設時に困ることがある。 

 

(1) 工事場所  犬山市天神町一丁目地内 
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(2) 工事内容 

商業施設の一部を賃借して内装等の工事等を行うもので、設計・施工・管理運営一括

発注方式（ＤＢＯ方式）により募集。 

うち、設計・施工に関しては「設計・施工一括請負契約」を締結した。 

 ◇施設の概要 

  ・所 在 地 犬山市天神町一丁目１番地 ヨシヅヤ犬山店 ２階 

        ※市が商業施設の中で本施設に必要なスペースを賃借 

  ・施設面積 約1,500㎡（約454坪） 

  ・施設種類 屋内遊戯施設 

 ◇施設の主な機能 

  ・運動機能、知育遊び機能、ベビーエリア、管理・事務機能、 

   休息機能（トイレ、授乳室、飲食ができる場所等）、相談スペース 他 

 ※商業施設の概要 

  ・名  称 ヨシヅヤ犬山店 

  ・所 有 者 株式会社 義津屋 

  ・面  積 敷地面積 約10,077㎡ 延床面積 約31,350㎡ 

  ・構  造 鉄筋コンクリート造 地上４階 地下１階 

  ・建 築 年 昭和 63年（1988年） 

 

(3) 工事受注者 

株式会社スペース 

   「公募型プロポーザル方式２者参加 予定価格事後公表」 

   （設計・施工・管理運営一括発注（ＤＢＯ）  

                                                      

(4) 設計及び工事監理 

設  計：株式会社スペース  

工事監理：株式会社スペース 

 

(5) 財源内訳 

  国庫補助率（0.0%）県補助率（0.0%）市費（10.0%） 起債充当率（90.0%） 

 

(6) 事業費  

◇設計・施工事業金額 

設計金額（税込）450,000,000円  

請負金額（税込）449,900,000円（うち消費税及び地方消費税 39,081,818 円） 

  落札率：99.97％ 

 

(7) 工事期間 

◇設計・施工 

令和７年４月９日から令和８年２月 27日まで 
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(8) 進捗状況  

◇設計・施工（令和８年２月３日現在） 

計画出来高 75.0％ 実施出来高 75.0％        【計画どおり】 

   （撤去工事、軽量工事、電気設備工事、給排水工事、塗装工事、造作工事、施工中） 

・運動機能、知育遊び機能、ベビーエリア、管理・事務機能、 

 休息機能（トイレ、授乳室、飲食ができる場所等）、相談スペース 他 

 

(9) 工事監督職員  

◇設計・施工 

子育て支援課 

 総括監督職員 子育て支援課 課長    

 主任監督職員 子育て支援課 統括主査  

専任監督職員 都市計画課  主事    

建設業法第 19条の２第２項により、受注者に監督員の書面通知は適正であった。 

 

３ 監査所見 

３－１ 書類関係 

(1) 契約保証及び前払金保証について 

ア 契約保証 

◇設計・施工 

契約保証金については、契約金額の 10分の１の額を現金納付されていた。 

44,990,000円 

    【現金納付 請負金額の 10％以上】 

イ 前払金保証 

◇設計・施工 

前払金保証について、請求なく支払いなし。 

 

(2) 入札状況について 

◇設計・施工      設計・施工・管理運営一括発注（DBO）  

本事業は、「公募型プロポーザル方式」に付され適正に施行されていた。                             



8 

 

本事業の見積期間は、建設業法第 20条第３項、建設業法施行令第５条の９に規定

された予定価格 5,000 万円以上の必要な見積期間(中 15日以上）を適正に執行されて

いた。 

提案提出期限：令和７年２月 21日 

プロポーザル審査委員会（プレゼン等）：令和７年３月３日 

審査結果通知日：令和７年３月６日 

仮 契 約：令和７年３月 24日 

本 契 約：令和７年４月 ８日 

 

(3) 入札状況執行状況について 

 事業期間：令和７年４月９日から令和 13 年３月末まで 

ア 設計・建設期間：令和７年４月９日から令和８年２月 27日まで 

イ 運 営 期 間：令和８年４月１日から令和 13年３月 31日までの５年間 

ウ 事業者が行う業務 

 ・整備業務 

  （実施設計、建設、工事管理、各種申請） 

 ・運営業務 

  （受入・受付管理、運転管理、維持管理、情報管理など） 

入札は、公募型プロポーザル方式 随意契約（ＤＢＯ方式）にて執行し、２グループ

が参加していた。 

本工事は、「犬山市プロポーザル審査委員会」、「犬山市公の施設指定管理者選定審議

会」を設置し、審査されていた。 

審査委員会が評価した事項 

・共通事項 

・設計・建設業務に関する事項 

・運営業務に関する事項 

・事業計画に関する事項 

入札に参加した２グループの提案は、いずれも要求水準を十分満たしていた。 

また、評価項目においては、加点要素が加味した内容であった。 

 

(4) 契約関係書類  

◇設計・施工 

工事請負契約者は、『公共工事請負契約約款』に基づき、「仮契約書（令和７年３月

24日）」が適正に締結されていた。また、本工事の「本契約書」は、地方自治法第 96

条第 1項第 5号及び犬山市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例第 2条の規定により議会の議決（令和７年４月８日 議会議決）を経て、令和

７年４月８日に適正に締結されていた。 
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(5) 建設業退職金共済に関する書類 

◇設計・施工 

受注者は、「建設業退職金共済制度※２」への加入がなされているとのことである。 

建設業退職金共済制度の共済証紙については、受注者から「掛金収納書」を市に提出

させて頂きたい。 

【愛知県建設工事事務の手引きより 令和７年４月 2-6参照】 

また、工事完成後に下請け業者に配布されているか、受払簿で協力業者への配布確認

をお願いする。 

※2 建設業退職金共済制度 

 

建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」という。）は、建設現場で働く労働者の福祉の増進と雇

用の安定を図り、もって建設業の振興に寄与することを目的として「中小企業退職金共済法」に基づき

創設された退職金制度である。 

建設業の事業主が勤労者退職金共済機構と退職金共済契約を結んで共済契約者となり、被共済者で

ある建設現場で働く労働者の共済手帳に働いた日数に応じて掛金となる共済証紙を貼り、当該労働者

が建設業界で働くことをやめたときに、機構が直接労働者に退職金を支払うという業界退職金制度と

なっている。上記の目的を達成するためには、建設業を営む多くの事業主が本制度に加入するととも

に、本制度の被共済者である労働者に共済手帳が確実に交付され、共済証紙が適切に貼付されること

が必要である。 

 

(6）工事保険契約 

◇設計・施工 

本工事は、労災保険、法定外労働災害補償制度※３、賠償責任保険等に受注者が加入し

ている。しかし、火災保険加入期間は、（令和８年１月１日）までであった。更新保険

加入期日は、工期プラス 14 日以上（検査または引渡し迄日）確保しておくこと。 

※3 法定外労働災害補償制度 

 

保険会社との契約による法定外労働災害補償制度の加入を確認する書類については、少なくとも以下

の項目について確認ができる、保険会社からの証明書もしくは保険証券の写しをご提出ください。  

１ 保険期間に審査基準日が含まれていること  

２ 業務災害と通勤災害について補償されること  

３ 直接の使用関係にある職員及び下請負人（数次の請負による場合にあっては下請負人のすべて） 

の直接の使用関係にある職員の全てを対象と すること。  

４ 少なくとも死亡及び労働者災害補償保険の障害等級第１級から第７級までに係わる災害の全て 

を対象とすること。 
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３－２ 設計・積算に関する書類 

(1) 設計・施工 

【設計方針】 

  本施設では、子どもがのびのびと体を動かし、様々な遊びを創造でき、また、子ども

だけでなく、大人もワクワクするような空間を目指し、整備・運営のコンセプトは次の

とおりとした。 

『はしる・ふれる・かんがえる』子どもも大人も楽しい全天候型キッズスペース 

・走ることが好きな子ども、考える遊びが好きな子どもなど、一人ひとりの多様性に

適した遊び方が可能な空間 

・幼少期から体力や創造力、豊かな感性を育む空間 

・パパママが楽しいと子どもも楽しい！子どもはもとよりパパママも楽しめる遊び 

場 

・大人もリラックスしながら子どもを見守れる、大人にも心地よい空間 

ア 設計図書 

設計図書は、「株式会社スペース」にて作成していることを確認した。 

本工事の設計図書は、適正であった。 

【建築実施設計に使用した基準、指針】 

No 図書の名称 著者 発行年月日 

1 

2 

3 

４ 

５ 

６ 

公共建築工事標準仕様書 

公共建築改修工事標準仕様書 

建築設計基準 

建築構造設計基準 

官庁施設の基本的性能基準 

官庁施設の総合耐震・対津波計画基

準 

国土交通省官庁営繕部 

国土交通省官庁営繕部 

国土交通省官庁営繕部 

国土交通省官庁営繕部 

国土交通省官庁営繕部 

国土交通省官庁営繕部 

令和7年5月12日 

令和7年5月12日 

令和7年8月4日 

令和3年3月30日 

令和6年3月25日 

平成25年3月29日 

 

(2) 工事積算 

【コスト縮減】 

整備手法について、通常の発注方式より早く整備でき、かつ、設計段階から運営まで

を視野に入れた効果的な整備が期待できる「設計・施工・管理運営一括発注方式（ＤＢ

Ｏ方式）」を採用した。 

この方式では、施工者のノウハウを設計に反映させられるため、コスト縮減効果が期

待できる。また、工事のみならず、運営を見越した設計が可能なことから、運営におけ

るコスト縮減効果も期待できる。 

 

※ 予定価格（設計金額） 

予定価格の算定が、若干不明瞭であった。価格設定に際し、要求水準に沿い根拠等を

明確に示し整理しておくこと。 
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【予算決算及び会計令 参照】 

（予定価格の作成） 

第七十九条 契約担当官等は、その競争入札に付する事項の価格（第九十一条第一項の競争にあって

は交換しようとするそれぞれの財産の価格の差額とし、同条第二項の競争にあっては財務大臣の定

めるものとする。以下次条第一項において同じ。）を当該事項に関する仕様書、設計書等によって

予定し、その予定価格を記載し、又は記録した書面をその内容が認知できない方法により、開札の

際これを開札場所に置かなければならない。 

（予定価格の決定方法） 

第八十条 予定価格は、競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければならない。 ただ

し、一定期間継続してする製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契約の場合においては、単価

についてその予定価格を定めることができる。 

予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、

数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

 

予定価格とは、国や地方公共団体が契約を締結する際に、契約担当官等が、競争入札や随意契約に

付する事項の価格について、その契約金額を決定する基準として、あらかじめ作成しなければなら

ない（予算決算及び会計令第七十九条、第九十九条の五）見込価格をいう。 

予定価格は、発注者が競争入札を行う際に、その落札金額決定するための基準となるものである。

随意契約であっても予定価格は作成されるが(予決令九十九の 5)、この場合は契約金額を決定する

ための基準となる。 

国の工事を対象とする予算決算及び会計令では、公共工事の場合に発注者は競争入札を行う工事に

ついて、予決令七十九で価格を仕様書、設計書等を定め積算を行い、その予定価格を作成するよう

に定めている。一方、地方自治法といった法令には同様の規定はないが、地方公共団体が定める財

務規則、契約事務規則等において予定価格に関する規定が設けられている。 

設計書は、大きく分けて 

(1) 工事名、場所、工期と設計内容など、設計説明概要を記述した鏡。 

(2) 工事区分（費目）、工種、種別、細別、規格、員数（数量及び数量増減）、単価、金額（金額

増減）、摘要等を表整理した工事費の内訳表（設計内訳書）。 

(3) 内訳書、 

(4) 単価表の 4 区分で構成されている。同整備局の様式をみると、電算用と手書き用で様式を使い

分けている。 

添付される内訳書は一括で金額を算出したものの内容について記載した明細書の表で、単位は一式

（一式内訳書という）。単価表（あたり単価表）は、立方メートルあたり、平方メートルあたりな

ど単位当りで金額を算出したものの内容について記載した明細書の表で、単価表は設計単価を計算

するため、その算出金額は積算基準に定めた単価の端数処理を施している。各単価表にて求められ

た当該工種のあたり単価を所要数量（設計数量、出来高数量）で乗じて、金額を算出。設計内訳書

に記載される。 

一式内訳書は出来高数量をともなわない項目（工種）で、端数処理を施さない合計金額が表示され

る。そのまま金額が設計内訳書に記載される。 

  

    

ア 受注業者の積算について  

【単価･歩掛の無い場合の取扱い】 

◇設計・施工 

既成の単価（公共単価や刊行物単価）の組み合わせにより新単価を作成するなどして

対応している。 

【数量算出・設計書の照査方法】 

◇設計・施工 

図面等の設計図書との間に相違や脱漏がないか、受注者及び市の監督職員、都市計画



12 

 

課職員により照査を行っている。実施設計書の作成にあたっては、図面等の設計図書と

の間に相違や脱漏がないか適正に確認していた。 

イ 数量算出について 

設計内訳書の数量算出は、受注者「株式会社スペース」によって、「建築数量積算基

準」に準拠して作成されていた。 

ウ 値入について 

「公共建築工事積算基準」及び市販の「建築コスト情報」及び「建築施工単価」を

使用し、「株式会社スペース」にて積算していた。見積比較を経て、本工事の採用単

価として積算されていた。手法は、適正であった。 

【建築積算参考図書】 

(単価、歩掛、積算、設計書作成に使用した基準、指針) 

No 図書の名称 著者 発行年月日 

1 

2 

3 

４ 

５ 

６ 

公共建築工事費積算基準（参考） 

愛知県建設副産物ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ実施要綱 

公共建築数量積算基準（参考） 

公共建築工事積算基準等資料 

建築コスト情報 

建築施工単価 

愛知県建設局 

愛知県建設局 

国土交通省官庁営繕部 

国土交通省官庁営繕部 

(財)建設物価調査会 

(財)経済調査会 

令和7年2月 

令和6年4月1日 

令和5年3月29日 

令和7年12月10日 

令和7年10月5日 

令和7年10月5日 

 

(3) 受注業者内訳書明細 

◇設計・施工 

提出された「内訳書」をチェックしたが、適切に算出作成、整備されていた。 

 

３－３ 施工に関する書類 

(1) 関係諸官庁への届出 

◇設計・施工 

本工事の諸官庁への届出は、適正であった。 

 

(2) 工事カルテ  

◇設計・施工 

工事カルテの作成と(一財)日本建設情報総合センター（JACIC）のCORINS（工事実績

情報システム）登録が確認できなかった。関連書類は適正に整備し提出させること。 

【愛知県建設工事事務の手引きより 令和 7年 4月 1-4参照】 

 

※14 ・余裕期間制度対象工事においては、現場代理人等通知書は工事の始期から５日以内に通知、コリ

ンズ(CORINS)の登録については工事の始期から起算して１０日以内に行うものとする。 
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(3) 設計図書の照査 

◇設計・施工 

  受注者は、工事着手前及び工事途中において、自らの負担により「公共工事請負契約

約款」に基づき設計図書の照査を行う必要がある。愛知県設計照査ガイドラインに沿

い、提出確認をお願いする。 

    また、建築工事特記仕様書（愛知県）を参考に作成して頂きたい。  

 

(4) 工程管理及び履行報告書 

◇設計・施工 

施工計画作成時に実施工程表が、提出され整備されていた。 

出来高管理として、前月までの工事施工出来高工程曲線を併記させ、工程管理を行っ

ていた。 

 

(5) 施工計画書 

◇設計・施工 

施工計画書は、本工事内容に沿って記述させ、適切に作成されていた。 

施工計画を活用し、段階確認立会い、材料承認など、監督職員の検査チェック（施工

プロセスチェック表）に沿い適正に管理されたい。 

 

(6) 現場代理人、監理技術者及び主任技術者届    

◇設計・施工 

現場代理人・監理技術者届及び関係書類を確認した。 

適切であった。 

  

(7) 施工体系図及び施工体制台帳 

◇設計・施工 

施工体系図及び施工体制台帳は、適時提出させ確認することが望まれる。 

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第 15条」、「建設業法第 24条

の７」、及び「建設産業における生産システム合理化指針について」（平成 3年 2月 5日

建設省通知）より元方事業者からの下請契約を確認していただきたい。 

施工体制台帳に添付している「下請け業者への注文書」において、法定福利費を計上

しているか再確認をお願いする。 
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【参考】施工体制台帳等に関して関係法令に規定されている内容 

 

〇 施工体制台帳の記載内容と添付書類 

                                    （建設業法施行規則第 14 条の 2） 

〇 公共工事では、作成した施工体制台帳の写しを発注者へ提出しなければならない。 

                         （公共工事入札契約適正化法第 15 条第 1 項） 

○ 公共工事においては、H27.4.1 以降契約を行った工事で、工事を施工するために下請契約を 

行った場合には、 施工体制台帳を作成しなければならない。 

      （公共工事入札契約適正化法第 15 条第 1 項） 

○ 工事中は、工事現場に備え置くことが義務づけられている。 

○ 公共工事の場合は、写しを発注者へ提出することが義務づけられている。  

（公共工事入札契約適正化法第 15 条第 2 項） 

○ 帳簿の添付書類として、工事完了後は 5 年間（発注者と締結した住宅を新築する建設工事に係るも

のにあって は 10 年間）保存することが義務づけられている。  

        （建設業法第 40 条の 3、施行規則第 26 条第 2 項三、施行規則第 28 条） 

 

 

(8) 工事材料関係の書類 

(使用材料承諾願、試験･検査済証) 

No 使用材料 承諾願(○印) 試験･検査項目 

1 

2 

ケミカルアンカー、グリップアンカー

鉄筋 

― 

― 

 

引抜試験 

超音波探傷試験 

使用資材製品届、工事材料承諾願及び工事材料確認願などは工事受注者から監督職員

に提出させ、適正に整備・保管することが望まれる。また、材料の品質を証明する使用

材料調書も受注者から監督員に適正に提出させ、整備・保管が望まれる 

 

(9) 打合せに関する書類 

◇設計・施工 

打合せについては、関係者協議・打合せ事項を一括してまとめ、的確に実施されてい

た。適正であった。 

 

(10) 検査及び品質管理について 

◇設計・施工 

工事材料使用承諾願は、受注者業者より提出させていた。 

書面から判断して特に問題は認められない。 
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３－４ 建設廃棄物処理及び残土に関する書類（工事監査時まで） 

◇建築工事(産業廃棄物、土捨の処理関連の管理) 

No 項   目 産 業 廃 棄 物 土   捨 

 産業廃棄物種類 コンガラ、木くず、 

がれき類、アスベスト等 

 

― 

１ 委託契約書(有/無) 有 無 

２ 処分業許可証(有/無) 有 無 

３ 収集･運搬業許可証(有/無) 有 無 

４ 処分地･運搬経路図(有/無) 有 無 

５ マニフェスト管理(有/無) 有 無 

  

(1) 廃棄物処理計画書の整備、収集運搬業者及び処理業者との契約など適正に実施され

ていた。 

 

(2) 産業廃棄物管理票（マニフェスト票）は、施工中で確認できなかったが「廃棄物の処

理及び清掃に関する法律」「資源の有効な利用の促進に関する法律」及び「建設工事に

係る資材の再資源化等に関する法律」などに遵守した再生資源実施計画書が提出され

ていた。 

竣工書類検査段階で、設計書、マニフェストの最終確認を行い、運搬状況写真、処分

地写真を確認するとのことである。 

 

(3) 工事受注者は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第５条２項」に該当

する場合、速やかに「建設副産物情報交換システム-ＣＯＢＲＩＳ-」を利用し、再生資

源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を作成していた。適正であった。 

  工事完了時、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を提出させ確認して

いただきたい。 

 「建設副産物情報交換システム工事登録証明」（一般財団法人 日本建設情報総合セ

ンター）登録工事ＩＤ12295202を確認した。コブリス登録証を提出させること。 

【愛知県建設副産物リサイクルガイドライン実施要綱より】 

 

 
 

３－５ 安全管理に関する書類  

(1) 施工計画書より安全管理のための組織図、緊急時連絡体制図など整備されていた。 
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(2) 作業所での朝礼や職長ミーティング、ＫＹＴ（危険予知訓練）記録など安全管理に対

する書類は適正であった。 

 

(3) 現場内に消火器を設置しておくこと。 

消防法の消火器設置基準として、主に以下のような項目が定められている。 

・消火器は各階に設置する 

・各部分から歩行距離 20メートル以内に消火器を設置する 

すべてを確認することができなかったが、作業員への安全管理は、ミーティングで周

知徹底しているとのことである。 

 

◇ 設計・施工（担当課の事前提出確認書類）□書類は、有るとのこと。 

工事管理記録 安全管理の会議・現場での標識掲示 

日報・週報・月報 

品質管理・出来型管理・納品管理 

ｸﾞﾘｰﾝ購入法適合製品の購入 

打合せ簿・指示書・実施工程管理表 

工事写真帳・ 

朝礼・安全会議記録 

安全パトロール記録 

新規入場者教育ノート 

建設業許可票・労災保険成立票 

施工体制体系図・緊急連絡体制図 

建設業退職金共済制度適用事業主現場標識 

 

 

４ 現場施工状況調査における所見 

現場は、分かり易い「工事概要看板」を掲示していた。 

(1) 現場事務所及び工事現場は、資材等が整然とし良く管理できた状態であった。品質 

の適切性が確認できた。 

 

(2) 「化学物質管理者の選任」、「保護具着用管理者の選任の義務化」について 

ＳＤＳ（安全データシート）をメーカーより入手し、作業員への取り扱い周知（リス

クマネジメント）の徹底をお願いする。 

 「化学物質管理者の選任」、「保護具着用管理者の選任の義務化」が令和６年４月１日施

行されている。事業者として再確認をお願いする。  

 

(3) 掲示物について 

ア 掲示物の記載方法等について、請負業者への指導徹底をお願いする。 

イ 掲示場所について、公衆の見やすい場所と工事関係労働者の見やすい場所と区別

すること。（      囲いは、及びです。） 
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建設業法 第 24 条の８ 
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（担当課の事前提出確認書類）取り消し線は書類無しとのこと。 

着 工 前 書 類 着 工 後 書 類 

工事の背景、目的及び設計方針 監理（監督）分掌区分表 

効果及び耐用年数予測 監督員通知書 

事前調査報告(測量、地質、水理、環境、支障物件等) 監理及び管理工程表 

事前打合せ報告(道路、交差点、河川、近接、港湾) 労災保険、上乗保険、賠償保険 

工法選定または比較検討書 建設業・土木・組立・火災保険 

構造計算書（設計指針等リスト共） 建設業退職金共済掛金収納書 

容量（性能）計算書 施工計画書、実施工程表 

実施設計図 下請業者届、施工体制台帳、施工体系図 

数量計算書 緊急時連絡体制図 

設計内訳書（積算書及び根拠リスト共） 建設業の許可票、労災保険関係成立票 

コスト縮減 建築確認申請票 

工事施工伺、予算執行伺い、支出負担行為伺い 公害防止に関する書類 

入札（見積）説明記録 公的資格認定証写 

現場説明記録 安全衛生関係記録 

質疑回答記録 主要使用材料承諾願 

入札関係記録（予定価格決定書、入札結果一覧表等）  

仕様書及び特記仕様書 材料試験・検査関係記録 

工事請負契約書 施工試験・検査関係記録 

随意契約の場合の理由書  

ＪＶ協定書  

履行保証保険証券等 工事打合せ記録 

前払金保証書 工事指示書 

工事着工届 工事日報、旬報または月報 

全体工程表 工事記録写真 

現場代理人及び主任（監理）技術者届 

 

廃棄物処理関係書類 

 

建設業監理技術者資格者証写 

 

部分払出来高検認書 

 

各管理者との協議書 契約変更（設計・工期）に関する書類 

その他 その他 
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５ 技術監査全般                              

工事監査を通じて、各種届出書や施工計画など、工事着手から監査時まで確認したが、

発注方式が違えども、公共建築工事の設計・施工に関し、必要とする書類が整っていな

かった。今回は、サンプリング調査であったため、細部まで確認することはできなかっ

たが、細かい所まで現場工事管理の徹底指導を行っていただきたい。 

施工及び管理は、書類はもとより、現場での工事監理が大切である。 

工事監理業務も「株式会社スペース」が受注している。監理日報等を適切に実施して

いるか確認をお願いする。 

本工事は、第１期犬山市こども計画（令和７年３月策定）において、安心して子育て

できる環境整備の具体的な取り組みの一つとして特殊性のある工事である。 

幼児等の目線での設計段階で気付かない角・隅部等、安全面の再確認をお願いした

い。また、工期的に厳しい感があり、作業員が忙しさのあまり事故が多くなる。 

より一層の安全管理に努めていただきたい。 

工事完成まで気の緩みなきよう、今以上の安全管理及び品質管理の徹底指導を行い

無事故、無災害で完成をお願いする。   

以 上 

 

 

 

 
文書中の 

・・・・・部分は、留意事項 

・・・・・部分は、提案及び要望事項 

 

 

 

 

 

 

 

 


